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研究成果の概要（和文）：本研究は、家政学、食品学、教育社会学の視点から、育児期の多忙な生活や子育ての
状況を明らかにし、保護者の社会経済的背景、教育歴等との関連から、支援ニーズを検討し、家政学的視点から
子育て支援教育プログラムの開発を行った。2019年東京圏A市保育所及び2021年首都圏B市保育所・認定こども園
の保護者（各市3000名規模）を対象に質問紙調査を実施し、分析の結果、幼児を育てる保護者の養育環境・行動
に社会経済的背景の影響がみられ、幼児の生活実態から、野菜不足等、家庭での食事内容に課題が多いことが分
かった。また、幼児の基本的生活習慣は、園を教育利用するより保育利用する子どもにおいて習慣形成が良好で
あった。

研究成果の概要（英文）：This study examined the relationship between parenting in early childhood 
and family's socio-economic status (SES) and developed a parenting support and education program 
from a home economics perspective. Two questionnaire surveys were conducted among parents (over 3,
000 parents in each city) of daycare centers in City A in the Tokyo metropolitan area in 2019 and 
nursery schools and certified child care centers in City B in the Tokyo metropolitan area in 2021. 
The characteristics and diversity of the groups using nursery schools were determined from a 
socioeconomic perspective using the SES index (City A survey). It became clear that preschool 
families have large disparities in SES and that there are significant differences in how families 
raise their children depending on their SES. In both cities, vegetables were not often eaten by 
young children. Overall, 67% of the mothers and 50% of the fathers answered that they felt that 
household economics was useful in raising their children.

研究分野：家政学（家庭科教育、保育）

キーワード： 幼児期　保育所　認定こども園　子どもの貧困　家庭教育　食生活　基本的生活習慣　社会経済的背景
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研究成果の学術的意義や社会的意義
子どもの貧困への社会的対応として、幼児期の教育投資に国際的な関心が高まり、日本でも令和元年10月に幼児
教育・保育の無償化が開始された。しかし、子どもの貧困の量的調査は、主に学童期以降を対象としており、幼
児期の子どもと家庭を対象とした量的調査は少数である。2020年代に入り、乳幼児期からの保育所等の利用が増
加し、幼児期の家庭環境が大きく変化した。本研究は、東京圏と首都圏2市の保育所・認定こども園の保護者
（各3000名規模）を対象に質問紙調査を実施し、幼児期の家庭教育における社会経済的背景の影響や集団保育と
家庭が協働し、幼児の基本的生活習慣の発達を支える育児の現状を量的調査の分析から明らかにした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

本研究の背景には次の３つの状況がある。 

(1)経済格差の拡大 
育児期の共働き家庭の家事時間について、1990 年代以降、家族規模が縮小し、夫婦の家事・
育児分担についての研究が蓄積されると共に、家事の外部化や機械化が進んだ。保育所等の利用
も進み、家事育児に関する時間的負担はかつてよりも軽減されたといえる。しかし、2000 年前
後から指摘される経済格差の拡大と労働環境の変化により、共働き世帯は増加している。家族の
社会経済的背景を考慮しながら、家事育児負担の実態を把握する必要性が高まっている。 
 
(2)予防的・教育的アプロ―チの欠如 
現在の日本の子育て支援は、主に市区町村と保育所、認定子ども園、幼稚園、地域子育て支援
センター、保健センター、児童相談所等が連携して担っている。幼児を持つ保護者の生活の悩み
は多岐にわたっており、多様性に応じた家政学の視点による新しい学習・教育プログラムの開発
が急務である。 
また、(１)に関連して、2000 年代以降、社会問題化した子どもの貧困について、子ども食堂
や給食費支援のように保護者の役割を代替する支援が中心となっており、保護者や子ども自身
の生活経営力の向上に働きかける支援や施策はほとんどみられない。学習・教育プログラムの開
発が必要である。 
 
(3)子どもの生活経験の軽視 
子どもの発達にとって、家庭で様々な生活経験を積むことには教育的価値があるが、現在の家
事育児負担軽減に関する施策や、ワーク・ライフ・バランスや子育てに関する研究や政策におい
ては、見落とされがちである。家庭における生活経験と、家族の社会・経済的背景との関連を注
視しながら、今日の家庭での生活経験や親子の遊びの実態や、子どもの発達に対する保護者の意
識について把握する必要がある。 
 
２．研究の目的 
平成 26 年 1 月に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が施行され、内閣府を中心に実態
調査が進むが、就学前の幼児や家庭を対象とした調査、貧困状態と子どもの生活習慣・食習慣の
関連に注目した研究は少ない。これまでの子育て支援は、保護者自身の家事・育児経験や教育経
験を考慮しておらず、保護者の教育歴と子どもの健康の関連もほとんど明らかにされていない。 
本研究は、家政学、食品学、教育社会学の視点から、育児期の共働き家庭の多忙な生活や子育
ての状況を明らかにし、保護者の社会経済的背景、教育歴や生活歴との関連から、保護者の支援
ニーズ（顕在ニーズ・潜在ニーズ）を検討し、家政学的視点から子育て支援教育プログラムを開
発することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
研究目的を達成するために、以下の方法を用いた。 
(1)量的調査を用いた共働き世帯の支援ニーズの把握 
都市規模によって子育て環境に違いがあることを踏まえ、東京圏および首都圏の二か所で保
護者を対象とする量的調査を実施した。質問紙調査詳細は以下のとおりである。 
①Wave 1: 東京圏 A市調査 
調査時期：2019 年 11 月 
調査方法：保育所を通じて配布。留置式。 
調査対象：東京圏 A 市に所在する公立 24 園・私立 30 園の保育所（認可保育所）の年少・年

中・年長クラスに子どもを通わせる保護者。 
有効回収率：54.7％（配布数 3345、回収数 1843、有効回収数 1830） 
②Wave 2: 首都圏 B市調査 
調査時期：2021 年 6 月 
調査方法：保育所・認定こども園を通じて配布。留置式。 
調査対象：首都圏 B 市に所在する公立 10 園・私立 22 園の保育所・認定こども園の年少・

年中・年長クラスに通う子どもの保護者。 
有効回収率：74.5％（配布数 3095、有効回収数 2306） 
 
(2)家政学視点による子育て支援に関する理論・方法論の調査及び子育て支援のあり方の検討 
日本の保育所・認定こども園における子育て支援の実態を明らかにするため、2021 年 3 月に
東京圏 A 市保育課及び私立保育所１園、2022 年 3 月に首都圏 B 市私立保育所１園、私立認定こ
ども園１園において、調査結果の背景（調査当時の園生活、保護者と子どもの生活の様子）に関
する聞き取り調査を行った。 



海外の家政学視点による子育て支援の理論・方法論についての調査のため、欧米のFamily Life 
Education が東アジアで最も取り入れられている地域であり、幼保一元化と保育の質評価が制度
化した台湾に焦点をあて、2024 年 2 月に台北市内の家族生活教育の関連施設（臺北市青少年發
展暨家庭教育中心、微笑音符幼兒園、博如日本幼稚園、教科書図書館、台北日本人学校）の視察
を行った。 
 
(3)家政学視点による子育て支援学習プログラムおよび教材開発 
本研究で行った質問紙調査結果を対象地域の保育及び子育て支援に役立てることを目的とし
て、2020 年に東京圏 A市保育所、2022 年に関東圏 B市保育所・認定こども園の保護者を対象と
して質問紙調査結果のフィードバック（結果パンレット配布）を行った。2021 年 12 月には、首
都圏 B 市（市内短期大学）を会場として子育て支援講座を実施し、2023 年７月 9 月には、都内
大学内の地域子育て支援センターにて家政学視点を取り入れた子育て支援講座を実施した。 
 
４．研究成果 
(1)量的調査を用いた共働き世帯の支援ニーズの把握 
 幼児期の子どもの貧困の実態に関して、家庭の社会経済的背景 SES（Socio-Economic Status）
指標や世帯所得、保護者の学歴等を用いて保護者の養育行動（休日の過ごし方、食事内容）や養
育環境（所有物、習い事、祝い事等）について分析したところ、以下の 3点が明らかとなった。 
①保育所利用層がどのような特徴と多様性を持っているのかについて、SES 指標を用いて、社
会経済的な側面から把握した（A市調査）。就学前の家族や子育ての様子は、SES の格差が大きい
こと、そして SES によって子育ての様子に違いがあることが明らかになった。 
②保育園と認定こども園とでは保護者の社会経済的背景にどういう違いがあるのかについて、
B市のデータから分析した。その結果、B市では、園の教育方針を重視した利用ではなく、保護
者の働き方に合わせた利便性を重視した利用の仕方がなされていることが確認された。 
③子どもの朝食の欠食は、いずれの地域も 1割未満であったが、家庭で摂取する食材の内容と
して、B 市調査で野菜を毎食食べる家庭は 38.1％、1 日 1 回食べる家庭は 34.4％であった。一
方、パン・総菜を毎食食べる家庭が 6.9％、スナック菓子を毎食食べる家庭が 6.0％おり、野菜
と加工食品の摂取に課題があった。また、保護者が子どもと朝食をとる頻度は、保護者学歴・世
帯所得が高い家庭に多いことが分かった。 
 保護者の養育行動に影響を与える教育歴や生活歴としては、A市の保育所を利用する保護者の
約 54％、B 市の保育所・認定こども園を利用する保護者の約 66％が「あなたが小・中・高等学
校の家庭科で学んだ内容は、お子様の育児に役立っていますか」との問いに「役立っている」ま
たは「少し役立っている」と回答した（「育児における家庭科有用感」あり）。幼児の基本的生活
主観得点を従属変数とした準回帰分析の結果から、A 市の母親において、「育児における家庭科
有用感」があることは、保護者の最終学歴や保育利用状況等の影響を統制した場合も「子どもの
発達や子育てを大学等で専門的に学んだ経験」以上に幼児の基本的生活習慣に正の有意な規定
力を示すことが明らかとなった。また、家事を始めた年齢が早いことも幼児の基本的生活習慣に
正の有意な規定力を示すことが分かった。B市においても同様に母親に「育児における家庭科有
用感」があることが「子どもの発達や子育てを大学等で専門的に学んだ経験」と同程度に幼児の
基本的生活習慣に正の有意な規定力を示し、父親において家事を始めた年齢が早いことが幼児
の基本的生活習慣に正の有意な規定力を示すことが確かめられた。したがって、幼児を育てる保
護者にとって高等学校までの家庭科教育が、保護者が育児を学ぶ貴重な機会の一つとなってい
たことが分かった。 
 本研究は、特に育児期の共働き家庭の育児の実態から、子育て支援の顕在ニーズと潜在ニーズ
に焦点を当て分析を進めてきた。B市の保育所・認定こども園を教育利用するケースと保育利用
するケースの別に、子どもの発達（基本的生活習慣、手仕事・家事の習慣の形成）を分析した結
果、幼児の基本的生活習慣及び手仕事・家事の習慣のうち多くの項目で、4歳児頃を中心に園を
保育利用する幼児の習慣形成が良好であったこと分かった。ただし、就学前には、幼児全体の習
得率が上がり、両者の差がほとんどなくなった。また、6歳児時点で「身についている」と回答
された割合が低かった項目に「朝、排便してから登園する」44.3％、「はしを正しく持って使う」
61.0％、「脱いで裏返った衣類を元の状態に戻す」61.8％があり、幼児期のうちに習慣化される
基本的生活習慣が少なくなった現状が確認された。したがって、現代の幼児の育児においては、
園と家庭が協働して子どもの発達を支えているが、これまでに幼児期の家庭教育の主な課題と
されてきた幼児の生活的自立に、保護者の支援ニーズが高まっている。しかし、幼児教育・保育
施設における保育内容のうち、幼児の基本的生活習慣や手仕事・家事については、周辺的な扱い
に留まり、日本の幼児教育・保育施設における保育者の配置基準から考えても、園の保育のみで
育てることには限界があると考えられる。 
 以上の量的調査の分析から、幼児期という子どもの発達の初期から、保護者の養育行動や養育
環境には、家庭の社会経済的背景の影響が顕著であることが分かった。また、幼児期の家庭が、
食事の準備や子どもの生活的自立を促す育児において、多くの課題があり、困難に直面している



と推察された。現代の幼児の育児においては、園を教育利用する保護者よりも保育利用する保護
者の子どもにおいて、基本的生活習慣が身に付く傾向にあり、園と家庭が協働して子どもの発達
を支えているといえる。しかし、幼児のうちに身に付く基本的生活習慣の種類が少なくなってお
り、園の保育のみで育てることには限界がある。ゆえに、幼児を育てる家庭においても日常生活
の中で、子どもの生活的自立を促すことができるよう、保護者が自らの家庭の生活の質を高め得
る教育・学習プログラム型の子育て支援が必要である。 
 
(2)子育て支援に関する理論・方法論の調査及び子育て支援のあり方の検討 
 本研究で実施した質問紙調査結果の背景（調査当時の園生活、保護者と子どもの生活の様子）
を理解するため、対象地域の保育所・認定こども園に関する聞き取り調査を行ったところ、首都
圏 A市保育所からは、元々心配されていた子ども達の運動不足がコロナ禍で深刻化した様子、地
域子育て支援センターを閉じなければならなかった園の状況等が語られた。2022 年に首都圏 B
市保育所、認定こども園１園では、東京圏よりも新型コロナウィルスに感染した場合の対応が難
しく、保護者が子どもと気軽に地域子育て支援センターを含む外出が難しかったこと、感染防止
のため、通常保育が難しくなった際にオンラインでの子育て支援を行った例、マスクをしながら
の通常保育の困難や給食時の配慮、子どもが少し体調を崩した際に、感染症への心配から気軽に
医療機関を受診できなくなった保護者の例などが語られた。 
 台湾の家族生活教育関連施設の視察を行った結果、臺北市青少年發展暨家庭教育中心では、欧
米の Family Life Education を参考として、日本の子育て支援（育児相談、育児講座、一時預か
り）と同様の支援内容以外に、女性学的な視点からの講座や子どもを持たない夫婦を対象とした
パートナーシップ講座等が開催されており、同じ建物に様々な年齢・背景を持つ市民を対象にし
た支援センターが入った総合施設として運営されていた。現地幼児園を視察したところ、台湾の
幼児教育では、日本以上に様々な習い事が重視されており、保育内容も小学校教育の準備として
の学習が重視される傾向にあるため、幼児教育・保育の質を評価される際に、幼児の生活や遊び
の質を重視する視点から指導の入る園もあることや少子化の進行から、幼児教育・保育施設に加
え、学童保育を運営する園も日本と同様に多いこと、台湾では、台所のある家庭が少なく、特に
朝食は、登園・登校・出勤途中に携帯食を購入し、親子がバラバラに到着先で食べるケースが多
く、食事の準備を親の愛情ととらえる文化はないことが多くの視察先で語られた。台湾の高等学
校にあたる高級中等学校（普通型及び技術型）「家政」の教科書（2019 年発行）は、過去の発行
年で上下巻となっていた教科書がどの出版社も 1 冊となり、家庭領域の一部に保育の学習が位
置付けられているものの扱いが少なく、保育の学習内容の頁数は出版社により異なるが、どの教
科書も食生活と衣生活が中心に教科書内容が構成されていたことが分かった。 
研究期間の大半が、コロナ禍と重なり、国内外における子育て支援の実態調査が困難であり、
充分に研究が進められなかった。特に諸外国における Family Life Education の実践例につい
て、研究の継続を今後の課題とする。 
 
(3)家政学視点による子育て支援学習プログラムおよび教材開発 
 本研究の成果を生かした子育て支援教育プログラムとして 2021 年 B 市内短期大学で開催した
子育て支援講座では、質問紙調査結果に基づく生活の工夫の紹介と「食」に関しては、野菜不足
を補うため、普段の食事に冷凍食品を効果的に取り入れる方法や郷土料理を意識した食材の工
夫、B市の特産品であるもやしの保存方法や調理例を紹介した。2023 年東京都の大学内地域子育
て支援センターで開催した子育て支援講座では、親子の共同行動の質向上と保護者の疲労回復
をねらいとして、親子の遊びをテーマに藍のたたき染め（子どもの自然体験と親子遊びに手仕事
を加える）と親子ヨガ講座（子どもの運動不足解消と保護者の疲労回復）を開催した。コロナ禍
と重なり、参加する親子の人数や実施可能な講座内容に限りがあったものの、講座への参加を通
して、日々の育児に少しの楽しみを加え、心身の疲労感を和らげる保護者の姿が観察された。 
 家政学視点による子育て支援教育プログラムの開発を行うにあたり、4-1 量的調査の結果から
幼児の食生活の使用食材の偏り（野菜不足、一部家庭の加工食品の多用）に課題があり、本研究
の計画においても幼児食の調理を含む子育て支援教育プログラムを構想していたが、コロナ禍
の感染症対策のため、食材を用いた試食を伴う講座の実施が困難であり、予定通りに研究を進め
ることが出来なかった。家政学視点による子育て支援教育プログラムの開発については、今後も
研究を継続する。 
 
 以上、本研究全体の成果として、東京圏 A市と首都圏 B市で実施した量的調査による共働き世
帯の支援ニーズの把握は、主な成果を岩﨑香織・日比香子・寺崎里水（2024）『子育て家族の生
活と教育』ほんの木にまとめた。コロナ禍のため調査が困難であった国内保育所・認定こども園
の子育て支援例や諸外国の Family Life Education による子育て支援例の収集及び家政学視点
による子育て支援教育プログラムの開発については、研究を継続することを今後の課題とする。 
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